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概 要 版

県水産業振興基本計画＿概要版 ＣＭＹＫ 稲 〃 杉 木 田中

前計画の成果検証（本編：第２章 ２８～３７ページ）

「漁業を担う人材を確保し、地域の柱となる力強い水産業の育成を目指す」を基本理念として、次
の４つの基本目標を掲げ、達成に向けて６項目の基本指標等を定め関係施策を展開してきました。

①多獲性魚類のイワシ類、サバ類は増加していますが、沿岸漁業の漁獲量が減少
②生産量と同様にイワシ類、サバ類は大幅に増加したものの、アジ類やブリ類のほか単価の高い沿岸
種が減少
③マグロ養殖の生産拡大に加え、ブリ養殖や貝類養殖が増加に転じ、真珠養殖も回復基調を維持
④新規漁業就業者は増加しているものの高齢（６０歳以上）漁業者の減少が非常に大きく、目標の９２％
にとどまった
⑤加工原料となる魚種の本県水揚げが低調であったことなど
⑥年間を通じて本県産水産物の認知度向上を図り、併せて新規輸出ルートの開拓などに取り組んだこと

長崎県のさかな（１２魚種）

背なし（決＊田中）

Ⅰ 収益性の高い魅力ある経営体の育成

Ⅱ 浜・地域の魅力を活かした水産業の活性化と就業者確保

Ⅲ 国内外での販路拡大と価格向上

Ⅳ 漁業生産を支える豊かな漁場・安全で快適な漁村の環境整備

その結果、基本指標６項目中２項目が達成、４項目が未達成の見込みとなっています。

基本指標 基準値
（基準年）

目標値
実績値 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ 目標値

（目標年）
達成／未達成
見込み

❶海面漁業生産量 ２４万４千トン
（Ｈ２５年）

目標値 ２３万トン ２２万３千トン ２３万３千トン ２４万トン
２５万４千トン
（Ｒ２年） 未達成の見込み

実績値
※千トン未満を四捨五入
２８万６千トン ３１万７千トン ２９万１千トン ２５万１千トン

（確報値）

❷海面漁業生産額 ６４２億円
（Ｈ２５年）

目標値 ６１５億円 ６００億円 ６２３億円 ６３９億円 ６７０億円
（Ｒ２年） 未達成の見込み

実績値 ６４４億円 ６７９億円 ６３６億円 算定中

❸海面養殖業生産額 ２７９億円
（Ｈ２５年）

目標値 ３０４億円 ３１０億円 ３１６億円 ３２３億円 ３３０億円
（Ｒ２年） 達成の見込み

実績値 ３２５億円 ３７８億円 ３６０億円 算定中

❹漁業就業者数 １４，３１０人
（Ｈ２５年）

目標値 － ー １２，６６０人 ー １２，０００人
（Ｒ２年） 未達成の見込み

実績値 － － １１，７６２人 －

❺食用加工品出荷額 ３６０億円
（Ｈ２５年）

目標値 ３６７億円 ３７４億円 ３８１億円 ３８８億円 ４００億円
（Ｒ２年） 未達成の見込み

実績値 ３７７億円 ３６１億円 ３７７億円 算定中

❻水産物輸出額
（関係団体分）

１１億円
（Ｈ２６年度）

目標値 １２億円 １５億円 ２０億円 ２５億円 ３０億円
（Ｒ２年） 達成の見込み

実績値 １９億円 ２１億円 ３３億円 ３１億円

春
タイ アマダイ イカ

夏
アジ イサキ アワビ

秋
サバ ヒラメ アゴ

冬
ブリ イワシ フグ

基本目標

１
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１ 人材の確保・育成

２ 漁業経営体の育成

３ 水産資源の維持・増大や藻場再生などの漁場づくり

４ 養殖業の成長産業化

５ 県産水産物の販売促進（国内外）

６ 漁村づくり

本県水産業の課題（本編：第３章 ４０ページ）

今後、重点的に取り組むべき課題について、次のとおり整理しました。

漁業就業者が減少しているため、漁業就業者の更なる確保と地域を牽引する漁業者の育成、女性や
高齢者、外国人材など多様な人材を確保・育成する必要があります。

漁業経営は、水産資源の変動や社会情勢の変化（新型コロナウイルス感染症拡大の影響を含む）に
よる影響を受け易く、これらの要因により経営が不安定となることから、経営力の強化を図るための
きめ細やかな指導と支援、操業効率向上等のためのスマート水産業の推進など、変化に強い漁業経営
体を育成する必要があります。

海洋環境の変化等による水産資源の変動や水産生物の産卵・育成場として重要な藻場が減少してい
るため、水産資源の維持増大を図るための新たな資源管理方法や共同放流体制の構築、藻場や干潟の
保全や沿岸漁場の機能回復などの漁場づくりを推進する必要があります。

国内市場は、養殖魚の需給バランスが崩れやすく産地間競争も厳しさを増しているため、産地の特
性を活かした高品質な魚を生産しながら計画的な供給や販路の拡大に取り組むとともに、漁場再編に
よる養殖適地の拡大により生産コストの低減や生産拡大等を図り、輸出など新たな需要に対応した養
殖業の成長産業化に取り組む必要があります。

国内においては、本県水産物の販売力強化と消費拡大を図るため、売れる商品づくりと安定した商
品供給体制の構築や県産魚の利用促進に取り組む必要があります。
国外においては、輸出の拡大を図るため、輸出先ニーズに応じた商品の開発と生産供給体制の構築
や輸出国先での他産地との差別化などに取り組む必要があります。

人口減少等により漁村が衰退していることから、漁村の魅力や生活環境情報等の発信による人の呼
び込みや漁村地域での雇用の創出、異業種との連携、漁港機能の集約や軽労化のための施設改修、漁
港施設を活用した交流人口の拡大などに取り組む必要があります。

２
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多様な人材が活躍し、
環境変化に強い持続可能な水産業と
賑わいのある漁村づくり

本計画の主旨（本編：第４章 ４２～５０ページ）

基本理念

上記理念のもと、本編記載のデータでみる本県水産業の現状と取り巻く環境や、前基本計画の成果
検証等、長崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ２０２５の基本理念である「人、産業、地域を結び、
新たな時代を生き抜く力強い長崎県づくり」に基づき「人（ひと）、産業（しごと）、地域（まち）」
の３つの柱の視点を踏まえ、今後重点的に取り組むべき６つの基本目標と目標達成に向けた１２の事業
群、基本指標、関連指標について、次のとおり整理しました。

賑わいのある漁村
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２
基本目標⑴

漁村地域の生産力を支える多様な人材の確保・育成
Ⅰ

人
（
ひ
と
） ❶漁業の魅力や就業情報の発信と受入体制の強化

❷外国人材の地域における活躍

基本目標⑵

環境変化に強く収益性の高い魅力ある漁業経営体の育成
Ⅱ

産
業
（
し
ご
と
）

❶漁業者の経営力強化

基本目標⑶

資源管理の推進による水産資源の持続的な利用と漁場づくり

❶水産資源の維持・増大のための適切な資源管理の推進と漁場づくり

基本目標⑷

養殖業の成長産業化

❶養殖業の成長産業化

基本目標⑸

県産水産物の国内外での販売力強化

❶県産水産物の国内販売力の強化
❷県産水産物の国外販売力の強化
❸高度衛生管理に対応した体制の構築

基本目標と関連事業群体系

漁村地域の生産力を支える漁業就業者、女性、高齢者、外国人材など多様な人材の
確保・育成のため、以下の事業群の取組を推進します。

水産資源の変動、気候や社会情勢などの環境変化に強い魅力ある経営体を育成する
ため、以下の事業群の取組を推進します。

水産資源の維持・増大や生態系全体の生産力の底上げのため、以下の事業群の取組
を推進します。

社会経済の変動や水産物の世界的需要の増大による輸出などの新たな需要に対応し
た養殖業の成長産業化に向けて、以下の事業群の取組を推進します。

社会経済の変動や水産物の消費形態の変化に対応した供給体制を構築し、国内外で
の販売力強化を図るため、以下の事業群の取組を推進します。
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Ⅲ

地
域
（
ま
ち
）

基本目標⑹

多様な人材の活躍による漁村の賑わいや活力創出

❶漁村に人を呼び込む仕組みづくり

❷漁村地域全体で稼ぐ仕組みづくり

❸異業種との連携による浜の活性化

❹生産・流通基盤の強化と漁村の賑わい創出に向けた浜の環境整備

3‐1 基本指標

指標名 単位 基準値
（基準年）

目標値
（目標年）

人
（ひと）

海面漁業・養殖業産出額 億円
１，０１４

海面漁業産出額（Ｈ３０年）
海面養殖業産出額（Ｈ２９年）

１，０６０
（Ｒ７年）

産業
（しごと）

海面漁業生産量 万トン ２９
（Ｈ３０年）

３１．５
（Ｒ７年）

海面漁業産出額 億円 ６３６
（Ｈ３０年）

６６０
（Ｒ７年）

１経営体あたりの平均漁
業所得額 千円 ２，３９４

（Ｈ２６～３０年平均）
２，７２９

（Ｒ７年）

海面養殖業産出額 億円 ３７８
（Ｈ２９年）

４００
（Ｒ７年）

水産食品加工品出荷額 億円 ３６１
（Ｈ２９年）

４００
（Ｒ７年）

地域
（まち）

農山漁村集落数
（農林業センサス） 集落 ２，９２７

（Ｈ２７年）
２，９２７

（Ｒ７年）
漁村地域への県内外から
の移住者数 人／年度 － ６５

（Ｒ７年度）

多様な人材を呼び込み、生活の場として暮らし続けることができる漁村づくりのた
め、以下の事業群の取組を推進します。

基本理念のもとに掲げた６つの基本目標の達成に向け、関係施策を展開していきますが、以下の８
項目を基本指標として定め、達成状況を管理・評価します。
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3‐2 関連指標

基本目標 事業群 関連指標 基準値
（基準年）

目標値
（目標年）

⑴漁村地域の生産力を
支える多様な人材の
確保・育成

①漁業の魅力や就業情
報の発信と受入体制
の強化

新規漁業就業者数 １８３人
（Ｈ３０年度）

２１０人
（Ｒ７年度）

②外国人材の地域にお
ける活躍

外国人材を受け入れた
市町数

８市町
（Ｒ１年度）

１２市町
（Ｒ７年度）

Ⅰ 人（ひと）

Ⅱ 産業（しごと）

基本目標 事業群 関連指標 基準値
（基準年）

目標値
（目標年）

⑵環境変化に強く収益
性の高い魅力ある漁
業経営体の育成

①漁業者の経営力強化 １経営体あたりの平均
漁業所得額

２，３９４千円
（Ｈ２６～３０年平均）

２，７２９千円
（Ｒ７年）

経営計画策定者のうち
漁業所得が向上した割
合

６３％
(H３０年度）

７０％
(R７年度）

⑶資源管理の推進によ
る水産資源の持続的
な利用と漁場づくり

①水産資源の維持・増
大のための適切な資
源管理の推進と漁場
づくり

漁場整備面積 ６２２km２

（Ｈ２６年度）
８２２km２

（Ｒ７年度）

最適な放流手法と適切
な資源管理措置を講じ
るモデル魚種数（累計）

－ ５魚種
（Ｒ７年度）

⑷養殖業の成長産業化 ①養殖業の成長産業化 海面養殖業産出額 ３７８億円
（Ｈ２９年）

４００億円
（Ｒ７年）

⑸県産水産物の国内外
での販売力強化

①県産水産物の国内販
売力の強化

新たに取引を開始した
商品の取引額（累計） － ４．２億円

（Ｒ７年度）

②県産水産物の国外販
売力の強化

水産物輸出額 ２７億円
（Ｈ３０年度）

５０億円
（Ｒ７年度）

③高度衛生管理に対応
した体制の構築

高度衛生型荷さばき施
設がある魚市場数
（累計）

０箇所
（Ｈ３０年度）

２箇所
（Ｒ７年度）
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Ⅲ 地域（まち）

基本目標 事業群 関連指標 基準値
（基準年）

目標値
（目標年）

⑹多様な人材の活躍に
よる漁村の賑わいや
活力創出

①漁村に人を呼び込む
仕組みづくり

地域漁業の維持・再生
に取り組む漁業地区数

８０地区
（Ｒ２年度）

８０地区
（Ｒ７年度）

②漁村地域全体で稼ぐ
仕組みづくり

新たな漁業や海業の起
業及び事業拡大の件数

１０件／年度
（Ｒ２年度）

１０件／年度
（Ｒ７年度）

③異業種との連携によ
る浜の活性化

離島の漁村集落への入
込客数

２，９００人
（Ｈ３０年度）

３，９５０人
（Ｒ７年度）

異業種と連携して漁村
地域の活性化に寄与し
た新たな取組の件数

３件
（Ｈ２８～３０年度平均）

３件
（Ｒ７年度）

④生産・流通基盤の強
化と漁村の賑わい創
出に向けた浜の環境
整備

生産性の向上に資する
基盤整備完了漁港数 ０漁港

（Ｒ１年度）
１５漁港

（Ｒ７年度）
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１

Ⅰ 人（ひと） ⑴漁村地域の生産力を支える多様な人材の確保・育成
（事業群）

（具体的な取組）

長崎県水産業就業支援フェア（県庁開催）

（事業群）

（具体的な取組）

部門別の取組方針（本編：第５章 ５２～７７ページ）

部門別は、「漁業（沿岸、沖合漁業）」、「養殖業」、「加工・流通」の３部門について、「人（ひと）、
産業（しごと）、地域（まち）」の３つの柱に分け、事業群、具体的な取組を整理しました。

漁業（沿岸、沖合漁業）
人口減少、少子高齢化の進行や水産資源の変動、大型台風災害など環境が大きく変化するなかで、
地域の生産力を支える多様な人材が活躍し、社会・自然環境の変化に強い収益性の高い経営体の育成
や、スマート水産業の導入等による漁業者の経営力強化を図るとともに、それらを支えるための水産
資源の維持・増大や生産・流通基盤の強化及び賑わいや活力のある漁村づくりを推進し、県内外の若
者などから選ばれる水産業を目指します。

❶漁業の魅力や就業情報の発信と受入体制の強化

①小中学校の児童生徒と保護者等を対象とした学習会の開催など新たなアプローチ（養殖業共通）
②水産業の魅力などを伝える授業や体験学習の実施（養殖業共通）
③就業相談から技術習得、定着安定まで段階に応じた切れ目ない支援（養殖業共通）
④高齢漁業者の技術を活用した就労改善（養殖業共通）
⑤安全操業と海難防止に向けた取組（養殖業共通）

❷外国人材の地域における活躍

①特定技能や技能実習制度を活用した水産業への外国人材の受入推進（養殖業、加工・流通共通）
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Ⅱ 産業（しごと） ⑵環境変化に強く収益性の高い魅力ある漁業経営体の育成
（事業群）

（具体的な取組）

スマート水産業（漁業）の将来イメージ

Ⅱ 産業（しごと） ⑶資源管理の推進による水産資源の持続的な利用と漁場づくり
（事業群）

（具体的な取組）

漁場整備のイメージ

Ⅲ 地域（まち） ⑹多様な人材の活躍による漁村の賑わいや活力の創出
（事業群）

（具体的な取組）

（事業群）

（具体的な取組）

❶漁業者の経営力強化

①「浜プラン・広域浜プラン」や「地域別施策展開計画」
の実践（養殖業共通）
②収益性の高いモデル型経営体の育成とその取組事例の
普及（養殖業共通）
③経営強化のための支援体制拡充（養殖業共通）
④高精度な漁場予測等の情報の漁業者への配信及び最先
端機器、ICT 等を活用したスマート水産業の推進（養殖業共通）
⑤収益性向上等の取組に必要な機器等の整備や活動への支援（養殖業共通）
⑥漁業者と浜を支える漁協の組織と機能強化（養殖業共通）
⑦漁業経営の多角化を促進させる漁業許可の有効活用
⑧高性能漁船等の導入による漁業構造改革の推進（養殖業共通）

❶水産資源の維持・増大のための適切な資源管理の推進と漁場づくり

①改正漁業法に基づく水域の総合利用と適正・有効な活用の促進
②資源管理方針と漁獲量等の適切な管理による資源の持
続的利用の確保
③資源管理と増殖場造成、種苗放流の効果的な組み合わ
せによる重要資源の早期回復
④悪質・広域化する密漁撲滅に向けた漁業取締の実施
⑤ハードとソフトが一体となった藻場回復対策の推進
⑥既存漁場の再生・保全と新規漁場の造成

❶漁村に人を呼び込む仕組みづくり

①本県の漁村の魅力発信と関係人口の拡大（養殖業共通）
②漁村地域への移住・定住対策の推進（養殖業共通）
③漁村のもつ多面的機能の維持

❷漁村地域全体で稼ぐ仕組みづくり

①地域ビジネスの展開による漁村地域の活性化（養殖業共通）
西海市江島・平島集落による情報発信チラシ
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（事業群）

（具体的な取組）

児童による地びき網体験

（事業群）

（具体的な取組）

働きやすい漁港づくり

２

Ⅱ 産業（しごと） ⑷養殖業の成長産業化
（事業群）

（具体的な取組）

ICT を利用した養殖管理の高度化
（自動水質測定器）

❸異業種との連携による浜の活性化

①「釣り」を滞在型観光のツールとした魅力的な地域ブ
ルーツーリズムの構築
②地域資源や観光資源と連携した多様な観光客の集客に
よる交流人口の拡大（養殖業共通）
③漁業・漁村地域と海洋エネルギー発電事業との協調・
共生

❹生産・流通基盤の強化と漁村の賑わい創出に向けた浜の環境整備

①拠点漁港における生産・流通基盤の強化（養殖業、加
工・流通共通）
②既存ストックの有効活用と戦略的な長寿命化対策
③ヨット等の寄港増による交流人口拡大
④高齢者や女性、新規就業者等が働きやすい漁港づくり
（養殖業、加工・流通共通）
⑤災害に強く、安全・安心な漁村づくり

養殖業
本県の養殖産出額の増大及び養殖業者の所得向上を図るため、水産政策の改革に伴う国事業を積極
的に活用しながら、輸出など新たな需要に対応した養殖業の成長産業化に向けた漁場再編や新規参入、
販路拡大等を推進し、収益性の高い養殖業の確立を目指します。

❶養殖業の成長産業化

①漁場再編と新規参入などによる漁場の有効活用
②養殖産地の状況に応じた魚づくりや販路拡大等の取組
計画の策定と実践支援
③海外で評価される商品づくりと安定的な生産のための
体制づくり
④収益性向上に繋がる新技術開発の推進や既存技術の改
良及び普及
⑤激甚化・頻発化する自然災害への対策

※人（ひと）、産業（しごと）、地域（まち）で漁業部門と共通の取組は、漁業部門に記載。
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Ⅱ 産業（しごと） ⑸県産水産物の国内外での販売力強化
（事業群）

（具体的な取組）

（事業群）

（具体的な取組）

（事業群）

（具体的な取組）

加工・流通
本県産の鮮魚・養殖魚・水産加工品の有利な販売につながる商品力や付加価値の向上、拠点港等に
おける効率的かつ衛生的な集出荷体制の構築等を推進し、社会経済の変動に伴う多様な消費者ニーズ
に対応できる水産物の供給体制づくりに取り組むことで国内外における安定した販路の確保を図り、
漁業者や水産加工業者等の収益性の向上を目指します。

❶県産水産物の国内販売力の強化

①多様な消費者ニーズに対応した売れる商品の安定生産
と供給販売体制づくり
②県産水産物の地産地消の推進と効果的な情報発信等に
よる県産水産物の消費拡大

❷県産水産物の国外販売力の強化

①県産水産物の輸出促進
（海外での本県水産物の PR、海外ニーズに合う商品づ
くり、輸送ルートや新規販路の開拓）

❸高度衛生管理に対応した体制の構築

①魚市場へのより高度な衛生管理の導入と加工施設への
HACCP等基準を満たすためのハード・ソフトの支援

※人（ひと）、産業（しごと）、地域（まち）で漁業部門と共通の取組は、漁業部門に記載。

大消費地での販売フェア

海外における展示商談会

魚市場の閉鎖型施設でのセリの状況
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5

１

海区別の取組方針（本編：第６章 ８０～１２０ページ）

県内８海区が抱える課題への対策として、海区の特徴的な漁業種
類等、人材の確保と育成、漁村づくりについて、具体的な取組と活
動指標を整理しました。

西彼海区（本編：８０～８３ページ）

産業（しごと） 具体的な取組

漁船漁業

●複合的な経営等による経営力の向上
●イセエビ漁場の利用方法の検討による資源の維持・増大
●漁獲物の鮮度向上や活魚出荷等による付加価値の向上
●操業効率化のためのスマート水産業の推進
●安定した優良経営モデルの普及

養殖業
●安全安心な養殖魚の生産とブランド化の推進
●新たな養殖魚の導入とニーズに応じた魚種の転換
●イベント、学校給食への提供等による販路開拓・販売促進

水産加工業
●施設整備等による省力化と衛生管理の向上
●低・未利用資源を原料とした加工商品の開発
●多様な消費者ニーズに応じた売れる商品づくり

人（ひと） 具体的な取組

多様な人材の確保と育成

●新規就業者、研修生及び外国人材の積極的な受け入れと技術指導
●漁業士会等と連携した親子を対象とした水産教室の開催
●高校生等向けガイダンスや漁家受入研修等、水産業への理解を深める場の積極的
な提供

地域（まち） 具体的な取組

漁村づくり
●藻場・海面の保全による磯根資源の回復
●漁業の魅力や漁村のライフスタイル、多様な人・企業を呼び込むための情報発信
●漁村とUI ターン者等とのマッチング支援による漁村地域の新たな賑わいの創出

たこつぼ漁業の操業

活動指標 単位 基準値（基準年） 目標値（目標年）
１経営体あたりの平均漁業所得額
（県央地域） 千円 １，６６７

（Ｈ２６～３０年平均）
１，９００

（Ｒ７年）
低・未利用資源の加工原料化 種 ― ２（Ｒ７年度）

新規漁業就業者数（海区共通） 人 ※ ２４（Ｈ３０年度） １５（Ｒ７年度）

親子水産教室の開催 回 １（Ｈ３０年度） ５（Ｒ７年度）

学生等と連携した藻場回復の取組 件 １（Ｈ３０年度） ２（Ｒ７年度）

※ 基準年であるH３０年度には例年よりも特に多い新規漁業就業があり、基準値が大きくなっている
（H２６～H３０年度の平均は１２．０人で、目標は平均値以上としている）。
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２ 大村湾海区（本編：８４～８７ページ）

活動指標 単位 基準値（基準年） 目標値（目標年）

海底耕うん（漁場の底質改善）の実施 累積面積
（ha）

７，５００
（Ｒ１年度）

２０，０００
（Ｒ７年度）

漁協直売所における惣菜の開発 商品 ０（Ｒ１年度） ５（Ｒ７年度）

新規漁業就業者数（海区共通） 人 ３（Ｈ３０年度） １１（Ｒ７年度）

産業（しごと） 具体的な取組

小型底びき網漁業

●海底耕うん等による漁場環境の改善
●漁獲物の鮮度向上とナマコの資源管理
●直売所等で惣菜の開発と販売促進
●魚介類・惣菜の販売促進などの取組に対する支援

その他漁船漁業 ●海底耕うん等による漁場環境の改善
●環境改善についての優良経営事例の収集及び現地への普及

養殖業
●赤潮による被害を防ぐための監視体制の強化
●早期の有害赤潮検知・関係機関への報告の実施
●実効性のある赤潮被害対策手法の確立

人（ひと） 具体的な取組

多様な人材の確保と育成
●新規就業者へ漁業技術の伝承
●新規就業者が定着するための支援
●漁業についての魅力の情報発信や漁業技術の習得研修の支援等

地域（まち） 具体的な取組

漁村づくり

●漁村地域に人を呼び込むため、地域でどのような魅力発信が出来るかなど、その
具体案の検討

●豊かな自然の中でのスローライフや社会情勢の変化に対応した漁村での在宅勤務
の提案などを全国に向けて発信

●「地域おこし協力隊」の方々などを漁村のキーマンとして、地域ぐるみで人を引
き寄せる取組の推進

海底耕うんの様子
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３ 橘湾海区（本編：８８～９２ページ）

活動指標 単位 基準値（基準年） 目標値（目標年）
１経営体あたりの平均漁業所得額
（県央地域） 千円 １，７００

（Ｈ２６～Ｈ３０年平均）
１，９００

（Ｒ７年）
同上

（県南地域） 同上 １，０３５
（Ｈ２６～Ｈ３０年平均）

１，１５７
（Ｒ７年）

新規漁業就業者数（海区共通） 人 ２（Ｈ３０年度） ６（Ｒ７年度）

交流人口拡大に寄与するイベントの開催数 回 ２（Ｈ３０年度） ４（Ｒ７年度）

漁村地域が行う漁業体験等の参加者数 人 ５０（Ｈ３０年度） ７０（Ｒ７年度）

産業（しごと） 具体的な取組

漁船漁業

●省エネ機関の整備、最先端の漁労機器導入等によるスマート水産業の推進、ビジ
ネスモデルによる中型まき網漁業の収益性向上及び雇用の確保

●藻場保全、海域特性に合った魚種の放流等による漁場環境・機能の保全、資源の
維持・回復

●消費拡大イベント、消費地での PR 活動、ネット販売等による価格向上、販売量
の回復・増大

●経営診断や経営計画等による経営の改善・強化と優良事例の普及

養殖業

●生産コストの削減や付加価値の向上、養殖魚種の多様化の推進
●消費拡大イベント、消費地での PR 活動等による価格向上、販売量の回復・増大
●研究機関等と連携した赤潮監視体制の強化と魚病対策の技術開発
●経営診断や経営計画等による経営の改善・強化と優良事例の普及

人（ひと） 具体的な取組

多様な人材の確保と育成

●若者向けのメディア等を通じた就業情報の発信、就業フェア、漁業体験や漁業研
修等による新規漁業就業者の確保

●技能実習制度や特定技能制度による外国人材の受入推進
●漁業技術習得研修者の生活支援、独立後の技術向上支援等の推進
●地域受皿組織等の受入体制の強化

地域（まち） 具体的な取組

漁村づくり

●観光客の漁業体験、外国人材と地元住民の交流、漁業の魅力や自然・文化等の地
域資源の発信等、漁村に人を呼込む仕組みづくりの推進

●世界遺産、温泉等の観光資源や地元イベント等による漁村地域と都市部の交流人
口の拡大

●漁村地域の活性化に取組むポテンシャルを秘めた地域やキーマンの掘り起こしの
推進

●高齢者や女性の就労環境の改善、地域ぐるみの海上監視活動、海難救助訓練の実践

中型まき網の操業 トラフグ養殖（給餌）
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４ 有明海海区（本編：９３～９７ページ）

活動指標 単位 基準値（基準年） 目標値（目標年）
１経営体あたりの平均漁業所得額
（県南地域） 千円 １，０３５

（Ｈ２６～Ｈ３０年平均）
１，１５７

（Ｒ７年）
新規漁業就業者数（海区共通） 人 ６（Ｈ３０年度） １０（Ｒ７年度）

漁村地域が行う漁業体験等の参加者数 人 ２００（Ｈ３０年度） ２５０（Ｒ７年度）

産業（しごと） 具体的な取組

漁船漁業

●省エネ機関の整備、最先端の漁労機器導入等によるスマート水産業の推進
●経営診断や経営計画等による経営の改善・強化と優良事例の普及推進
●海底耕うん、海域特性に合った魚種の放流等による漁場環境・機能保全、資源の
維持・回復

●直売事業の強化、生産物のブランド化、ネット販売等、新しい手法や分野での販
売ルートの開拓による価格向上、販売量の回復・増大

介藻類養殖

●経営診断や経営計画等による経営の改善・強化と優良事例の普及推進
●操業や作業効率向上のための機器導入、風波に強い耐久性のある筏の整備、高温
耐性種やワカメフリー配偶体の開発・導入等の推進

●直売事業の強化、生産物のブランド化、ネット販売等、新しい手法や分野での販
売ルートの開拓による価格向上、販売量の回復・増大

人（ひと） 具体的な取組

多様な人材の確保と育成

●若者向けのメディアを通じた就業情報の発信、就業フェア、漁業体験や漁業研修
等による新規漁業就業者の確保

●地元水産関連企業との連携、女性や高齢者の技術や経験が活かされる就労の場の
確保

●漁業技術習得研修者の生活支援、独立後の技術向上支援等の推進
●技能実習制度や特定技能制度による外国人材の受入推進
●地域受皿組織等の受入体制の強化

地域（まち） 具体的な取組

漁村づくり

●漁業の魅力、自然・文化等の地域資源の発信等、漁村に人を呼込む仕組みづくり
の推進

●世界遺産、カキ焼き小屋、温泉等、観光資源を活用した漁村地域と都市部の交流
人口の拡大

●民泊や漁業体験等、漁村地域の活性化に取組むポテンシャルを秘めた地域やキー
マンの掘り起こしの推進

●高齢者や女性の就労環境の改善、地域ぐるみの海上監視活動、海難救助訓練の実
践

ワカメ養殖（刈取り）
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５ 県北海区（本編：９８～１０４ページ）

活動指標 単位 基準値（基準年） 目標値（目標年）
１経営体あたりの平均漁業所得額
（県北地域） 千円 ４，２９８

（Ｈ２６～３０年平均）
４，８９９

（Ｒ７年）
新規漁業就業者数（海区共通） 人 ３３（Ｈ３０年度） ４１（Ｒ７年度）

民泊、漁業体験の受入者数 人 １１，２６７
（Ｈ２８－３０年度）

１２，４００
（Ｒ７年度）

産業（しごと） 具体的な取組

中・小型まき網漁業
●漁海況情報の共有による操業の効率化
●煮干加工の協業化、省エネ機器の導入等による収益性の向上
●情報発信による就業者の確保と浜の活性化

沿岸許可漁業 ●漁獲物の取扱改善、流通コスト削減による所得向上
●水産物流通施設等の共同利用施設の整備による需要拡大

その他の釣り漁業 ●鮮度保持技術の改良、省エネ型機器の導入等による収益性の向上
●水産物流通施設や新たな流通手段の導入等による需要の拡大

定置網漁業
●資源に配慮した操業の効率化や流通コスト削減による所得向上
●住居等福利厚生の改善による従事者の確保
●観光等他の産業と連携した体験型余暇活動等の促進による浜の活性化

ブリ類・マダイ養殖 ●国内外のニーズに対応した魚づくりのための生産基盤の強化
●簡易加工の導入による販路開拓と衛生管理体制の強化による輸出促進

トラフグ養殖 ●餌料効率や歩留まり向上によるコスト削減
●夏場の需要掘り起こしや PR の強化等による消費拡大

カキ養殖 ●作業効率の向上や台風対策による生産安定化
●海水殺菌装置の導入による衛生管理や産地 PR による販売促進

水産加工業 ●省力化や衛生管理の向上と多様な消費者ニーズを捉えた売れる商品づくり
●海外需要に対応するための生産体制構築と衛生管理向上による輸出拡大

人（ひと） 具体的な取組

多様な人材の確保と育成

●新規就業者が継続して定着するための各段階に応じた支援と地域のサポート機能
の充実

●就業支援フェアや水産教室による担い手育成
●地域のモデルとなる優良経営体の育成による人材の確保

地域（まち） 具体的な取組

漁村づくり

●経営指導や民泊等の積極的な受入による漁家の所得向上
●漁村環境の情報や地域の魅力の発信、移住相談会等による都市生活者とのマッチ
ング

●地域漁業、伝統行事、直販事業、漁業体験等の発信による都市部との交流人口の
拡大

●漁業生産活動と漁港機能に資する施設整備による台風等の防災対策

水揚げされたトビウオ
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６ 五島海区（本編：１０５～１０９ページ）

産業（しごと） 具体的な取組

漁船漁業

●経営診断に基づく漁業経営力強化
●多角的・効率的な資源利用の推進
●鮮度保持技術の普及と高付加価値販売
●国内外の新たな販路開拓
●五島ブランドの構築
●持続的資源利用に向けた管理体制構築等
●漁場整備による生産力向上
●磯焼け対策による水産資源の生育環境の保全

定置網漁業

●経営診断に基づく漁業者の経営力強化
●担い手確保や省力化機器導入、協業化による安全と効率化の確保
●急潮等被害軽減に向けた定置網漁具構造の強靭化
●鮮度保持技術の普及と高付加価値販売
●国内外の新たな販路開拓

養殖業

●省力化や危機管理に対応したスマート水産業の推進
●地場消費の増大と国内外の販路拡大
●介藻類養殖の導入による海面の高度利用と持続的養殖生産の推進
●生産増大に向けた漁場の再編等
●魚病・災害による被害軽減対策の推進

人（ひと） 具体的な取組

多様な人材の確保と育成

●新規就業者の確保と定住化推進に向けた生活環境の整備
●漁業士による漁業技術の伝承
●多様な人材の活用と海面の高度利用による生産力の向上
●農商工業者等との連携による漁村産品の開発
●漁協の基盤強化と機能向上にかかる取組推進

地域（まち） 具体的な取組

漁村づくり

●景観、水産資源、食文化等地域資源の情報発信
●異業種と連携した体験型漁業等の導入と交流推進体制の構築
●来訪者の受け皿となる交流拠点の整備
●地域経済の中核を担う漁協の経営基盤強化と機能向上

鮮度保持技術「五島〆」

活動指標 単位 基準値（基準年） 目標値（目標年）
１経営体あたりの平均漁業所得額
（五島地域） 千円 １，２７３

（Ｈ２６～Ｈ３０年平均）
１，４５１

（Ｒ７年）
定置網漁業の強靭化 ヶ統 １（Ｒ１年度） ５（Ｒ７年度）

介藻類増養殖の新規導入数 箇所 ０（Ｒ１年度） ５（Ｒ７年度）

養殖漁場拡大による生産増大 箇所 ０（Ｒ１年度） １（Ｒ７年度）

新規漁業就業者数（海区共通） 人 ※ ３７（Ｈ３０年度） ３６（Ｒ７年度）

農商工業者等との連携による事業展開（製品開発等） 件 １（Ｒ１年度） ４（Ｒ７年度）

※ 基準年であるH３０年度には例年よりも特に多い新規漁業就業があり、基準値が大きくなっている
（H２６～H３０年度の平均は２８．４人で、目標は平均値以上としている）。



１８

７ 壱岐海区（本編：１１０～１１４ページ）

産業（しごと） 具体的な取組

いか釣漁業・漁船漁業

●操業コスト削減や生産性向上を図るための機器導入
●来遊資源の動向に対応した操業の多角化
●スマート水産業の積極的な活用
●ブランド化や活魚流通拡大、水産加工、地産地消による付加価値向上
●経営指導と優良経営体の普及展開
●県外出漁の促進

定置網漁業
●種苗放流や小型魚再放流による資源管理
●新規漁場への定置網導入や漁具の改良
●経営指導と経営計画の策定

採介藻漁業

●磯焼け対策と種苗放流による資源回復
●釣漁業等の導入による経営多角化
●ウニ類、アワビ類の養殖
●経営指導と経営計画の策定
●藻場機能を有した増殖場整備

人（ひと） 具体的な取組

多様な人材の確保と育成
●雇用型漁業における多様な人材受入
●SNS等を活用した漁業の魅力発信
●小中高生を対象とした水産教室

地域（まち） 具体的な取組

漁村づくり

●一本釣等の観光漁業としての活用推進
●自然や文化、生活環境等の地域資源の情報発信と移住促進
●新たな漁業者や海業の起業及び事業拡大
●漁港、港湾、水揚げ施設等の整備

ブリの水揚状況

活動指標 単位 基準値（基準年） 目標値（目標年）
１経営体あたりの平均漁業所得額
（壱岐地域） 千円 １，５９７

（Ｈ２６～Ｈ３０年平均）
１，８２１

（Ｒ７年度）
経営計画策定・フォローアップ 件 １６（Ｒ１年度） ２０（Ｒ７年度）

海藻種苗生産数 種 ０（Ｒ１年度） ３（Ｒ７年度）

新規漁業就業者（海区共通） 人 ※ １５（Ｈ３０年度） １５（Ｒ７年度）

観光体験メニュー メニュー ７（Ｒ１年度） １０（Ｒ７年度）

※ 基準年であるH３０年度には例年よりも特に多い新規漁業就業があり、基準値が大きくなっている
（H２６～H３０年度の平均は１１．８人で、目標は平均値以上としている）。
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８ 対馬海区（本編：１１５～１２０ページ）

活動指標 単位 基準値（基準年） 目標値（目標年）
１経営体あたりの漁業平均所得額
（対馬地域） 千円 ４，４９２

（Ｈ２６～Ｈ３０年平均）
５，０２１

（Ｒ７年）
長崎県の魚愛用店店舗数 店舗 １７（Ｒ１年度） ２０（Ｒ７年度）

イスズミの食用利用 トン ４．８（Ｒ１年度） １５（Ｒ７年度）

新規漁業就業者数（海区共通） 人 ６３（Ｈ３０年度） ７６（Ｒ７年度）

漁村地域が行なう漁業体験等の参加者数 人 １１３（Ｒ１年度） ２００（Ｒ７年度）

産業（しごと） 具体的な取組

釣漁業

●漁船、効率的漁労機器、漁具等の整備などによる収益性向上
●経営計画の取組の優良事例の波及による優良経営体の育成
●経営強化・改善に向けた計画づくりやその具体化への指導・支援・事後フォロー
●鮮度保持施設等の集約化や漁協の組織・機能の効率化

定置網漁業 ●大型台風や急潮等の気象変化に対応した経営モデル確立に向けた漁具の改良等
●漁具の改良や生産・供給体制の整備、漁獲物の付加価値向上への支援

採介藻漁業 ●植食性動物の積極的な駆除や低・未利用の漁獲物の有効利用等による藻場回復

くろまぐろ養殖業 ●生餌から配合飼料への転換による生産コスト削減、身質統一、環境負荷軽減

真珠養殖業 ●照りの良い真珠の出現率を高める養殖方法の開発・普及

人（ひと） 具体的な取組

多様な人材の確保と育成 ●雇用条件や労働環境の改善
●就業相談から技術習得、定着安定まで切れ目ない支援による就業者の確保・育成

地域（まち） 具体的な取組

漁村づくり
●漁村地域の魅力や生活環境情報の発信、漁村地域ぐるみによる漁業体験や研修を
通じたUI ターン者の移住・定住

●新たな漁業、海業の起業又は事業規模の拡大への支援

定置網におけるイカの函立て
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１

総合水産試験場の全景

２

Ⅰ 持続可能な漁業のための資源評価と管理技術の開発

Ⅱ 養殖業の経営安定化と成長産業化を支える技術開発の推進

試験研究の取組方針（本編：第７章 １２３～１３４ページ）

試験研究部門は、部門別及び海区別の取組方針の具体的な取組や、水産業の振興等を技術的側面か
らサポートすることを目的として、取組方針や研究計画等を整理しました。

取組方針
①生産から消費までを見据えた技術的課題の検討
②環境変化に対応する研究課題の重点化
③研究課題を解決するための研究計画の立案と効率的な推進
④成果の早期現場展開と確実な定着

研究計画
現状と成果、課題、取組方針を踏まえ、次の５つの研究計画を推進します。

水産資源の持続的な利用を目的に関係研究機関と連携し、資源評価対象種の拡大、評価精度の向上
及び資源管理の推進に取り組みます。また、放流による資源増殖技術の開発や環境変化に対応した藻
場造成による漁場づくりを進めます。

養殖業の経営安定化を図るためには、種苗生産から出荷までの一貫した技術開発が必要です。温暖
化や高付加価値等に対応した魚類及び貝藻類の育種技術や収益性が高い養殖魚の生産技術等を開発し
て、養殖業の成長産業化や国内外での販売力強化に繋げます。



２１

Ⅲ 情報通信技術を活用した漁船漁業・養殖業のスマート化技術の開発

Ⅳ 長崎の特色を活かした水産加工技術の開発と技術支援

Ⅴ 研究体制の充実と情報発信

様々な環境変化へ対応するため情報通信技術を活用し、漁獲情報の高度化、操業の効率化、養殖業
の効率的生産、赤潮予察等の技術開発に取り組みます。これらの技術開発により、スマート水産業の
普及や拡大を推進します。

県産魚や県産加工品の販売力を強化するため、多様な消費者ニーズに対応可能な新たな技術を開発
します。また、県食品開発支援センター等と連携して、速やかな製品開発を目指すとともに、水産加
工業の活性化による地域の活力創出に繋げます。

水産業への情報通信技術の応用による生産の効率化等が望まれており、外部研究機関等との連携を
強化し、幅広い研究体制を構築します。また、新技術の早期の現場定着を目指すとともに、研修会等
で情報発信を行い、水産業を支える人材を育成します。

研修会の様子
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長崎県水産業振興基本計画
令和3年度－7年度

多様な人材が活躍し、
環境変化に強い持続可能な水産業と

賑わいのある漁村づくり

〒850-8570 長崎市尾上町３番1号 TEL.095-824-1111（代表）

古紙パルプ配合率70％再生紙を使用

この製品は、古紙パルプ配合率7０％の再生紙を使用しています。
このマークは、3R活動推進フォーラムが定めた表示方法に則って自主的に表示しています。

概 要 版

県水産業振興基本計画＿概要版 ＣＭＹＫ 稲 〃 杉 木 田中

前計画の成果検証（本編：第２章 ２８～３７ページ）

「漁業を担う人材を確保し、地域の柱となる力強い水産業の育成を目指す」を基本理念として、次
の４つの基本目標を掲げ、達成に向けて６項目の基本指標等を定め関係施策を展開してきました。

①多獲性魚類のイワシ類、サバ類は増加していますが、沿岸漁業の漁獲量が減少
②生産量と同様にイワシ類、サバ類は大幅に増加したものの、アジ類やブリ類のほか単価の高い沿岸
種が減少
③マグロ養殖の生産拡大に加え、ブリ養殖や貝類養殖が増加に転じ、真珠養殖も回復基調を維持
④新規漁業就業者は増加しているものの高齢（６０歳以上）漁業者の減少が非常に大きく、目標の９２％
にとどまった
⑤加工原料となる魚種の本県水揚げが低調であったことなど
⑥年間を通じて本県産水産物の認知度向上を図り、併せて新規輸出ルートの開拓などに取り組んだこと

長崎県のさかな（１２魚種）

背なし（決＊田中）

Ⅰ 収益性の高い魅力ある経営体の育成

Ⅱ 浜・地域の魅力を活かした水産業の活性化と就業者確保

Ⅲ 国内外での販路拡大と価格向上

Ⅳ 漁業生産を支える豊かな漁場・安全で快適な漁村の環境整備

その結果、基本指標６項目中２項目が達成、４項目が未達成の見込みとなっています。

基本指標 基準値
（基準年）

目標値
実績値 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ 目標値

（目標年）
達成／未達成
見込み

❶海面漁業生産量 ２４万４千トン
（Ｈ２５年）

目標値 ２３万トン ２２万３千トン ２３万３千トン ２４万トン
２５万４千トン
（Ｒ２年） 未達成の見込み

実績値
※千トン未満を四捨五入
２８万６千トン ３１万７千トン ２９万１千トン ２５万１千トン

（確報値）

❷海面漁業生産額 ６４２億円
（Ｈ２５年）

目標値 ６１５億円 ６００億円 ６２３億円 ６３９億円 ６７０億円
（Ｒ２年） 未達成の見込み

実績値 ６４４億円 ６７９億円 ６３６億円 算定中

❸海面養殖業生産額 ２７９億円
（Ｈ２５年）

目標値 ３０４億円 ３１０億円 ３１６億円 ３２３億円 ３３０億円
（Ｒ２年） 達成の見込み

実績値 ３２５億円 ３７８億円 ３６０億円 算定中

❹漁業就業者数 １４，３１０人
（Ｈ２５年）

目標値 － ー １２，６６０人 ー １２，０００人
（Ｒ２年） 未達成の見込み

実績値 － － １１，７６２人 －

❺食用加工品出荷額 ３６０億円
（Ｈ２５年）

目標値 ３６７億円 ３７４億円 ３８１億円 ３８８億円 ４００億円
（Ｒ２年） 未達成の見込み

実績値 ３７７億円 ３６１億円 ３７７億円 算定中

❻水産物輸出額
（関係団体分）

１１億円
（Ｈ２６年度）

目標値 １２億円 １５億円 ２０億円 ２５億円 ３０億円
（Ｒ２年） 達成の見込み

実績値 １９億円 ２１億円 ３３億円 ３１億円

春
タイ アマダイ イカ

夏
アジ イサキ アワビ

秋
サバ ヒラメ アゴ

冬
ブリ イワシ フグ

基本目標

１
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多様な人材が活躍し、
環境変化に強い持続可能な水産業と
賑わいのある漁村づくり

令和3年３月

１.前計画の成果検証
２.本県水産業の課題
３.本計画の主旨
　（１） 基本理念
　（２） 基本目標と関連事業群体系
　（３-１） 基本指標
　（３-２） 関連指標
４.部門別の取組方針
　（１） 漁業（沿岸、沖合漁業）
　（２） 養殖業
　（３） 加工・流通 
５.海区別の取組方針
　（１） 西彼海区
　（２） 大村湾海区
　（３） 橘湾海区
　（４） 有明海海区
　（５） 県北海区
　（６） 五島海区
　（７） 壱岐海区
　（８） 対馬海区
６.試験研究の取組方針
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